
1

入山沢復旧治山工事
（栃木県日光市）
平成27年10月3日～平成27年11月10日
（土木一式工事（大型土のう工230袋ほ
か））

分任支出負担行為担当官
日光森林管理署長
井上康

栃木県日光市
土沢1473-1

平成27年10月2日
中村土建株
式会社

栃木県宇都宮市
大曽4-10-19

会計法第29条の3第4
項（緊急随意契約）

平成27年9月の関東・東北豪雨により日光市中三依地
区で土砂流出が発生し、対策工事を実施しないと人家
等に被害拡大の恐れがあり、緊急に契約しなければな
らないため。

- - 3,548,880 3,402,000 95.8% - - - - 3 0 - -

2

三国林道外災害調査、設計業務
（神奈川県足柄上郡山北町）
平成27年10月13日～平成27年10月28
日
(建設コンサルタント(林道)一式)

分任支出負担行為担当官
東京神奈川森林管理署長
齋藤均

神奈川県平塚
市立野町38-2

平成27年10月9日
株式会社森
林調査設計
事務所

東京都江戸川区
篠崎町1-20-4

会計法第29条の3第4
項（緊急随意契約）

台風18号（平成27年9月10～11日）の集中豪雨により被
災した林道は、当該被災箇所の奥で実施されている神
奈川県による有害鳥獣駆除事業及び東京電力の送電
線鉄塔保守点検用に利用されていることから、緊急に
復旧するための調査を実施する必要があるため。

- - 2,557,440 2,484,000 97.1% - - - - 2 0 - -

3

西荒川林道外6災害復旧調査業務
（栃木県塩谷郡塩谷町）
平成27年10月14日～平成27年12月9日
(建設コンサルタント(林道)一式)

分任支出負担行為担当官
塩那森林管理署長
高木鉄哉

栃木県大田原
市宇田川
1787-15

平成27年10月13日
株式会社森
林調査設計
事務所

東京都江戸川区
篠崎町1-20-4

会計法第29条の3第4
項（緊急随意契約）

平成27年9月台風18号に伴う集中豪雨により被災した
林道は、民間の簡易水道施設の維持管理等に利用さ
れていることから、緊急に復旧するための調査を実施
する必要があるため。

- - 4,679,640 4,309,200 92.0% - - - - 5 0 - -

4

手倉森林道外2災害復旧調査業務
（福島県相馬市）
平成27年10月19日～平成27年11月20
日
(建設コンサルタント(林道)一式)

分任支出負担行為担当官
磐城森林管理署長
中澤文彦

福島県いわき
市四倉町字東
2-170-1

平成27年10月19日
株式会社藤
建技術設計
センター

福島県東白川郡
棚倉町棚倉字中
居野65

会計法第29条の3第4
項（緊急随意契約）

台風18号（平成27年9月10～11日）の集中豪雨により林
道施設が被害を受けた。秋の台風シーズンを迎え、対
策工事を実施しないと下流域へ土砂流出などの被害を
及ぼす恐れがあることから、緊急に復旧するための調
査を実施する必要があるため。

- - 2,171,880 2,052,000 94.4% - - - - 2 0 - -

5

天城（岩尾支線）林業専用道新設工事
（静岡県伊豆市）
平成27年10月22日～平成28年3月4日
（土木一式工事（延長314.80mほか））

分任支出負担行為担当官
伊豆森林管理署長
金井正典

静岡県伊豆市
牧之郷546-5

平成27年10月21日
小野建設株
式会社

静岡県三島市谷
田60-3

予決令第99条の2(不
落・不調随意契約)

- - - 19,735,920 19,656,000 99.5% - - - - 1 0
同種工事
の実績

-
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